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Abstract 
 

The fault rupturing has been modeled differently and separately for the strong motions and tsunami because of the 
differences of the analysis methods and the focussed periods, although both of the strong motions and tsunami are the 
results of the common fault rupturing. Hence, we compiled the fault parameters of the 2011 off the Pacific coast of Tohoku, 
Japan, earthquake (MW 9.0), and showed that those fault parameters maintained the existing scaling relations of the fault 
parameters obtained from past subduction earthquakes. Then, we proposed a procedure for making a consistent fault 
model both for the strong motions and tsunami, and applied our new procedure to the huge subduction earthquake (MW 

9.1) along the Nankai Trough off the Pacific coast of the West Japan, and showed two examples of the fault models 
including several asperities. Based on the two examples, we predicted ground motions in and around Nagoya City by the 
empirical Green's function method, and compared the seismic intensities of the predicted motions with those in the past 
three Nankai Trough earthquakes. 
 

概 要 
 

南海トラフの巨大地震の震源域については、2011年東北地方太平洋沖地震(MW 9.0)を踏まえて、見直しが行われている(内閣

府,2011)。この震源域には、強震動と津波を引き起こす深部の断層面とともに、津波を増大させる浅部の断層面も含まれてい

る。一方、強震動を生成する断層と津波を引き起こす断層は、従来、解析方法の違いや対象とする周期の違いにより別々のモ

デルとして扱われてきた。本論文では、津波も強震動も断層破壊という共通の現象の結果であるという観点で、両者の統一断

層モデルパラメータの設定手順を考案した。また、考案した断層パラメータの設定手順を南海トラフの巨大地震に適用し、強

震動と津波の予測のための統一断層モデルの設定例を提示した。最後に、提示した断層モデルを用いて愛知県や三重県、静岡

県で強震動の試算を行い、その結果を過去の南海トラフの地震の震度分布と比較した。 

 

 

§1.はじめに 
 
最近、南海トラフの巨大地震の震源域については、図－

1に示すように、2011年東北地方太平洋沖地震 (モーメン

トマグニチュード MW 9.0)を踏まえて、見直しが行われ

ている (内閣府, 2011)1)。この震源域には、強震動と津波

を引き起こす深部の断層面とともに、津波を増大させる

浅部の断層面も含まれている。一方、強震動を生成する

断層と津波を引き起こす断層は、従来、解析方法の違い

や対象とする周期の違いにより別々のモデルとして扱わ

れてきた。また、図－1 に示した震源域に基づいて内閣

府 (2012)2)により震度分布と津波高さ分布が算定されて

いるが、そこでも断層モデルは、震度の計算用と津波の

計算用とで異なる考え方によるモデルが用いられており、

震度計算用のMW は9.0、津波計算用のMW は9.1となっ

ている。さらに、震度計算用のモデルの設定では、応力

降下量の値が絶対的に重要な役割を担うが、その値を決

めている円形クラックの式が、あるときは断層面全体に

適用され、あるときは断層面全体を 4 つに分けた各セグ

メントに適用され、また、あるときは強震動生成域 (本論

文で後出するアスペリティと同じである)に適用されて

おり、物理モデルとして妥当性に問題がある。 
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図－1 南海トラフの想定巨大地震の震源域(内閣府, 

2011)1) 

 
そこで、本論文では、津波も強震動も断層破壊という

共通の現象の結果であるという観点で、両者の統一断層

モデルを考えた。具体的には、はじめに、2011年東北地

方太平洋沖地震の断層パラメータが従来の強震動予測で

用いられている断層パラメータの相似則の延長線上にあ

ることを確認したうえで、強震動と津波の予測のための

統一断層モデルとしてのアスペリティモデル (地震調査

研究推進本部, 2005など)3)を提示した。ついで、そのモ

デルに基づいて想定地震の断層パラメータの設定手順を

提案し、提案したアスペリティモデルに東北地方太平洋

沖地震の断層パラメータをあてはめてモデル化の妥当性

を示した。また、提案した断層パラメータの設定手順を

南海トラフの巨大地震に適用し、強震動と津波の予測の

ための統一断層モデルの設定例を2つ提示した。最後に、

提示した 2 つの断層モデルを用いて愛知県や三重県、静

岡県で強震動の試算を行い、その結果を 1707 年宝永地

震 (M 8.6)や1854年安政東海地震 (M 8.4)、1944年東南

海地震 (M 7.9)の震度分布と比較して震源モデルの妥当

性に関する考察を加えた。 
 

§2.2011年東北地方太平洋沖地震の断層パラメータの相似

則 

 

2.1 断層パラメータの相似則 

加納・他 (2011)4)は、540 km×210 kmの断層面を仮定

し、東北から北関東までのGEONETによる42のGPS観
測点の1 Hz水平変位波形を解析している。その結果、震

源の北東部と北側に約20 mの大きなすべりが現れ、その

60秒後に浅い部分がすべり始め、深い方向と南側の2方向

にすべりが伝播していくことがわかった。 
 久保・筧 (2011)5)は、プレート境界面の位置を参考に

して、異なる傾斜角を持つ3枚の平面からなるモデルを仮

定している。長さは合計480 kmで、それぞれの幅は60  

 

図－2 断層長さLと断層幅Wとの関係(渡辺・他, 2002に

加筆)10) 

 

km、60 km、90 km、傾斜角は9度、11度、23度である。

地震波形データを用いた解析結果では、最大すべり量は

18.1 mで、地震モーメントは1.9×1022 Nmであり、測地

データを用いた解析結果では、最大すべり量は28.0 mで、

地震モーメントは2.1×1022 Nmである。 
 横田・纐纈 (2011)6)は、断層面として480 km×240 km、

破壊伝播速度として1.8 km/sを採用し、遠地実体波を解

析したところ、地震モーメント4.0×1022 Nm、破壊継続

時間約160秒を得ている。一方、近地強震波形の解析では、

地震モーメントは3.4×1022 Nm、破壊継続時間は約160秒
となり、遠地実体波の解析とほぼ同じ結果が得られてい

る。 
 吉田・他 (2011)7)は、遠地実体波の解析結果と余震分

布に基づいて、長さが480 kmで幅が150 kmの断層面を

設定している。強震波形データを用いた波形インバー

ジョンにより、地震モーメントは3.4×1022 Nm、最大す

べり量は約30 mと求まり、大きなすべりは、宮城県沖の

領域に集中していることがわかった。 
 坪井・中村 (2011)8)は、遠地実体波を用いた震源過程

解析の結果、MWは9.1、断層の大きさは460 km×240 km、

深さは24 km、破壊継続時間は約150秒、破壊伝播速度は

2 km/s、最大すべり量は49.0 mと求めている。 
 佐藤 (2012)9)は、強震動生成領域として、総面積が

11,475 km2の4つの領域を同定している。それぞれの強

震動生成領域の応力降下量は20.6 MPa～39.8 MPaであ

る。また、これらの強震動生成領域は断層全体のうち陸

寄りに位置している。これらの強震動生成領域の短周期

レベルAは、A=3.51×1020 Nm/s2と求められている。 
 以上より、東北地方太平洋沖地震の震源断層の大きさ

を整理すると、研究者により少しずつ異なるが、南北方

向の長さLは約500 km、東西方向の幅Wは約200 kmで

ある。また、地震モーメントは研究者によりかなりの幅
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図－3 断層面積SとモーメントマグニチュードMWとの

関係 

 

があるので、以降の検討では気象庁発表の地震モーメン

トM0=4.22×1022 Nm(モーメントマグニチュードMW 

9.0)を採用することとする。 
 図－2に断層長さLと断層幅Wとの関係を示す。この図

は、渡辺・他 (2002)10)に加筆したものである。図には、

モーメントマグニチュード9以上の1960年チリ地震

(Braitenberg and Zadro, 2007)11)、1964年アラスカ地震

(Kanamori, 1970)12)、および2004年スマトラ地震 (Lay 
et al., 2005)13)の断層パラメータも示す。図より、黒丸で

示されているプレート境界地震では、断層長さが300 km
程度までは断層長さと断層幅がほぼ比例関係にあり、断

層がさらに長くなると、断層幅は150 km程度で一定と

なっていることがわかる。また、六角形で示した東北地

方太平洋沖地震の断層パラメータは、断層長さと断層幅

の比例関係を示している部分の延長上に位置しており、

この比例関係の限界付近にあることがわかる。 
 図－3に断層面積SとモーメントマグニチュードMWと

の関係を示す。図中、白丸のデータは佐藤 (1989)14)より

引用し、断層面積SとモーメントマグニチュードMWの相

似則は宇津 (2001)15)による断層面積Sとマグニチュード

Mの相似則を用いた。また、チリ地震はMW=9.5、アラ

スカ地震はMW=9.2、スマトラ地震はMW=9.1である

(USGS)16)。図より、六角形で示した東北地方太平洋沖

地震の断層面積SとモーメントマグニチュードMWの関

係は宇津 (2001)15)の相似則の式の延長上にあることが

わかる。 
 図－4に、短周期レベルAと地震モーメントM0との関

係を示す (壇・他, 2001に加筆)17)。図中の黒丸はプレー

ト境界地震のデータである。ここに、短周期レベルとは

加速度震源スペクトルの短周期領域における振幅レベル

である。図より、佐藤 (2012)9)による東北地方太平洋沖

地震の短周期レベルは、壇・他 (2001)17)による内陸地震

の式の約2倍であるが、総じて、東北地方太平洋沖地震の 

 

図－4 短周期レベルAと地震モーメントM0との関係(壇・

他, 2001に加筆)17) 
 

 

図－5 2011年東北地方太平洋沖地震のすべり分布

(Yoshida et al., 2011)18)  

 
短周期レベルAも、他の地震と同じく、M01/3とほぼ比例

関係にあって、データのばらつきの中にあることがわか

る。 
 以上より、MW 9.0の東北地方太平洋沖地震も通常の地

震の延長上に位置しているため、この地震による強震動

を再現するための断層モデルは、従来の断層パラメータ

の相似則に基づく設定方法で説明できる可能性が高いと

いえる。 
 
2.2 深部と浅部のすべり量比 

 図－1に示した南海トラフの巨大地震の震源域は、強震

動と津波を引き起こす 10 km より深い深部の断層面と、

津波を増大させる10 kmより浅い浅部の断層面から構成

されており、強震動と津波を予測するには、各部分にお

ける平均すべり量が最低必要である。そこで、東北地方

太平洋沖地震の震源断層を深部と浅部に区分けして、浅

部の平均すべり量と深部の平均すべり量の比率を下のよ
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うに算出した。まず、図－5 に示した Yoshida et al. 
(2011)18)の領域分けのうちArea 1のほうを深部、Area 2
のほうを浅部として、Area 3にもそれを延長し、深部と

浅部の比率を0.73：0.27とした。したがって、深部の断

層面積 Sdeep と浅部の断層面積 Sshallow はそれぞれ、

Sdeep=0.73S=73,000km2 お よ び Sshallow=0.27S= 
27,000 km2 となる。ここに、深部と浅部の境界の深さは

22.7 kmで、地震調査研究推進本部 (2012)19)の領域分け

では、三陸沖北部から房総沖の海溝寄りの領域とそれよ

り西側の領域の境界にあたっている。さらに、Yoshida et 
al. (2011)18)のすべり分布から深部 (図－5のArea 1全体

とArea 3の深いほう)の平均すべり量Ddeep と浅部 (図－

5 の Area 2 全体と Area 3 の浅いほう)の平均すべり量

Dshallow を求めたところ、それぞれ、Ddeep=5.0 m、

Dshallow= 16.7 m となった。したがって、その比γは
γ=Dshallow/Ddeep=3.3で約3である。なお、Yoshida et al. 
(2011)18)が震源インバージョンに用いた地盤定数のうち、

深部のせん断剛性率μdeep は 5.2× 1010 N/m2、S 波速度

βdeep は 4.1 km/s であり、浅部のせん断剛性率μshallow

は3.6×1010 N/m2、S 波速度βshallow は3.6 km/sである。

また、これまで、強震動生成領域は深部にのみ同定され、

浅部には一つも同定されていない (入倉・倉橋, 2011; 釜
江・川辺, 2011; 佐藤, 2012)20), 21), 9)。 
 
§3.強震動と津波の予測のための統一震源モデルの設定方

法 

 

3.1 アスペリティモデルを記述する主なパラメータ 

強震動を予測するために、現在、わが国で最も多く用

いられている断層モデルはアスペリティモデルである

(地震調査研究推進本部, 2005など)3)。アスペリティモデ

ルとは、応力降下量が大きく地震波を多く放出するアス

ペリティと、応力降下量が0でアスペリティにおける断層

運動に引きづられて動くだけで地震波をあまり放出しな

い背景領域から構成されるモデルで、主なパラメータは、

断層面積S、平均応力降下量Δσ、アスペリティの面積Sasp、

アスペリティの応力降下量Δσasp、地震モーメントM0、

短周期レベルAの6つである。通常、強震動用の断層モデ

ルは、せん断応力を蓄積できる地震発生層におかれてお

り、地表から数kmよりも深いところに設定されている。 
 一方、津波を予測するためには、地震発生層に対応す

る深部のすべりだけではなく、図－5(Yoshida et al., 
2011)18)に示した東北地方太平洋沖地震のように、浅部

のすべりも考える必要がある。したがって、浅部のすべ

りを考えると、強震動と津波を統一的に説明するための

主な断層パラメータとして、上述した6つのパラメータ以

外に、浅部の断層面積Sshallowと平均すべり量Dshallow、

および深部の断層面積Sdeepと平均すべり量Ddeepを加え 

 

図－6 強震動と津波を統一的に説明するための主な断層

パラメータ 

 
る必要がある。ただし、この場合、深部の断層面積Sdeep

は、従来の断層面積Sと同じものである。 
 図－6に、強震動と津波を統一的に説明するための主な 
断層パラメータを示す。図－6に示した主な断層パラメー

タのうち、平均応力降下量Δσと短周期レベルAは他の断

層パラメータと下の関係がある。 
 

1.5
0(7 / 16) ( / )M SΔσ π=  (1) 

( / )asp aspS SΔσ Δσ=  (2) 

2 1/24 ( / )deep asp aspA Sπβ π Δσ=  (3) 

 
ここに、式 (1)はEshelby(1957)22)による円形クラック

モデルにおける断層面積Sと地震モーメントM0と平均応

力降下量Δσの理論的な関係式であり、式 (2) は
Madariaga(1979)23)によるアスペリティモデルの一般

式、式 (3) は円形クラックモデルを念頭においた

Brune(1970)24) による経験式であるが、のちに、

Boatwright(1988)25)が断層の動力学的破壊シミュレー

ションによりアスペリティモデルにも適用できることを

示した式である。また、式 (3)では、背景領域から放出さ

れる地震波の短周期レベルはアスペリティから放出され

る地震波の短周期レベルに比べて十分に小さいとしてい

る。 
 
3.2 強震動と津波の統一震源モデルの断層パラメータの

算定手順の提案 

図－1に示した内閣府 (2011)1)による南海トラフの巨

大地震では、深部の断層面積と浅部の断層面積が推定さ

れていることから、この2つの値をもとに図－6に示した

モデルのパラメータを設定する手順を下のように考えた。 
 はじめに、断層全体の面積Sは、深部の断層面積Sdeep

と浅部の断層面積Sshallowの和で求まる。ついで、図－3
に示した断層面積SとモーメントマグニチュードMWの
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相似則に基づき、この断層面積Sから宇津 (2001)15)によ

る断層面積とマグニチュードの関係式を用いて、下に示

す式でモーメントマグニチュードMWを求める。 
2log [km ] 4.0WM S= +  (4) 

 
 また、地震モーメントM0は、モーメントマグニチュー

ドMWの定義式を用いて、 
 

1.5 9.1
0[Nm] 10 MWM +=  (5) 

 
で求める。 
 断層面積Sと地震モーメントM0が決まると、平均応力

降下量Δσは、式 (1)により算定される。式 (1)に、式 (4)
と式 (5)を代入すると、平均応力降下量Δσは地震モーメ

ントM0によらず一定値でΔσ=3.07 MPaと求まる。 
 短周期レベルは、図－4に示したデータから、内陸地震

を対象にした壇・他 (2001)17)による経験式の1倍～2倍程

度、すなわち 
 

2 17 2 1/3
0[dyne cm/ s ] 2.46 10 [dyne cm/ s ]

(1 2 )

A M= × ×

×

i i

∼ 程度

 (6) 

 
と設定できると考えられる。ここに、107 dyne・cm=1 Nm
である。ただし、最終的には複数のケースを設定して強

震動を計算したうえで、過去の東海地震や南海地震の震

度分布との比較により、適切な短周期レベルを選定する

必要がある。 
 また、アスペリティの面積Saspとアスペリティの応力

降下量Δσaspは、式 (2)と式 (3)をアスペリティの面積

Saspとアスペリティの応力降下量Δσaspについて解いて、 
 

2 2(4 / )asp deepS S Aπ β Δσ=  (7) 

2 2[ / (4 )] / ( )asp deepA SΔσ β π Δσ=  (8) 

 
となるので、これらの式により算定できる。 
 一方、深部のすべり量と浅部のすべり量を求めるため

に、その比率をγ=Dshallow/Ddeep(γ=3程度)とおくと、地

震モーメントM0は、 
 

0 deep deep deep shallow shallow shallowM S D S Dμ μ= +  (9) 

 
と表されるから、 

 

0 / ( )deep shallow shallow deep deepD M S Sμ γ μ= +  (10) 

となる。深部の平均すべり量Ddeepが求まると、浅部の平

均すべり量Dshallowは、 
 

( 3 )shallow deepD Dγ γ= = 程度  (11) 

 
で求まる。また、アスペリティの平均すべり量Daspは、

Somerville et al. (1999)26)の研究成果を準用して、 
 

2asp deepD D=  (12) 

 
で設定できる。 
 さらに、背景領域の面積Sbackは、アスペリティの面積

Saspとの和が深部の面積Sdeepであるので、 
 

back deep aspS S S= −  (13) 

 
となり、背景領域の平均すべり量Dbackは、深部の地震

モーメントM0deepがアスペリティの地震モーメント

M0aspと背景領域の地震モーメントM0backの和であるの

で、M0=μSDを用いて、 
 

( ) /back deep deep asp asp backD S D S D S= −  (14) 

 
となる。また、背景領域の実効応力は、壇・他 (2002)27)

により、 
 

( / ) / ( / )back asp back back asp aspD W D Wσ Δσ=  (15) 

 
と表わされる。 
 以上述べた強震動と津波の統一震源モデルの断層パラ

メータ算定手順を図－7に示す。 
 
3.3 強震動と津波の統一断層モデルによる東北地方太平

洋沖地震の断層パラメータの解釈 

 図－7に示した断層パラメータ設定手順に、東北地方太

平洋沖地震の深部の面積Sdeep=73,000 km2と浅部の面

積Sshallow=27,000 km2を代入すると、地震モーメントは

M0=4.22×1022 Nmとなり、さらに、短周期レベルを東北

地方太平洋沖地震にあわせて式 (6)の倍率のうち2倍を採

用すると、アスペリティの面積はSasp=9,153 km2、アス 
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ペリティの応力降下量はΔσasp=33.5 MPaとなる。この

アスペリティの面積および応力降下量の値は、短周期レ

ベルを佐藤 (2012)9)による値と整合させているので、佐 
藤 (2012)9)による強震動生成領域の面積 (11,475 km2)お
よび応力降下量 (20.6 MPa～39.8 MPa)とほぼ対応して

いる。 
 一方、深部のすべり量と浅部のすべり量を求めるため

に、式 (10)に、M0=4.22×1022 Nm、μshallow=3.6×1010 

N/m2、γ=3、Sshallow=27000 km2、μdeep=5.2×1010 N/m2、

Sdeep=73000 km2を代入すると、Ddeep=5.9 mとなり、

Dshallow=γDdeep=17.8 mとなる。これらの値も、すべり

量比γをYoshida et al. (2011)18)による値と整合させてい

るので、Yoshida et al. (2011)18)によるすべり分布から求

めた深部の平均すべり量5.0 mおよび浅部の平均すべり

量16.7 mとほぼ等しい。 
 以上より、図－7に示した断層パラメータの算定手順は、

深部の断層面積と浅部の断層面積、および短周期レベル

を与条件として、東北地方太平洋沖地震の主な断層パラ

メータをほぼ説明できることがわかる。 
 
§4.南海トラフの巨大地震の断層モデルの設定例 

 
本章では、南海トラフの巨大地震の断層パラメータを

図－7に示した算定手順にそって設定する。 
 まず、図－1に示した南海トラフの想定地震の震源域

(内閣府, 2011)1)からは、深部の断層面積Sdeepが約11万 
km2、浅部の断層面積Sshallowが約3万 km2と読み取れる。

したがって、断層面積は約14万 km2である。また、断層

長さLは約750 kmであるので、断層幅は平均的には186 
kmである。図－2に断層長さLと断層幅Wとの関係を星

印で示す。図より、南海トラフの巨大地震の断層パラメー

タは断層幅が一定の領域に入っていることがわかる。 
 つぎに、断層面積S=14万 km2を式 (4)に代入すると、

モーメントマグニチュードMWは9.1となる。また、

MW=9.1を式 (5)に代入すると地震モーメントM0は

6.59×1022 Nmとなる。 
 図－3に断層面積SとモーメントマグニチュードMWと

の関係を星印で示す。図より、南海トラフの巨大地震の

断層面積とモーメントマグニチュードの関係は、1964年
アラスカ地震や2004年スマトラ地震、2011年東北地方太

平洋沖地震の断層面積とモーメントマグニチュードの関

係と整合していることがわかる。 
 南海トラフの巨大地震の短周期レベルに関しては、東

北地方太平洋沖地震の短周期レベルが、壇・他 (2001)17)

による内陸地震の式の約2倍であったことを考慮して、本

論文では内陸地震の式の1倍の場合 (以降、ケース1とよ 

 
図－7 強震動と津波の予測のための統一震源モデルの断層パラメータ算定手順 

 

表－1 南海トラフの巨大地震の断層パラメータの設定例 

深部の
面積

浅部の
面積

全体の
面積

モーメント
マグニ
チュード

地震
モーメント

平均応力
降下量

短周期
レベル

アスペリティ
の面積

アスペリティ
の

応力降下量

深部の
すべり量

浅部の
すべり量

アスペリティ
のすべり量

背景領域の
すべり量

背景領域の
実行応力

S deep S shallow S MW M 0 Δσ A S asp Δσ asp D deep D shallow D asp D back σ back

[km2] [km2] [km2] [Nm] [MPa] [Nm/s2] [km2] [MPa] [m] [m] [m] [m] [MPa]

110,000 30,000 140,000 9.1 6.59×1022 3.07 2.14×1020 43,000 10.0 10 30 20 3.6 1.1

110,000 30,000 140,000 9.1 6.59×1022 3.07 4.28×1020 10,800 40.0 10 30 20 8.9 5.6

ケース1: 短周期レベルを内陸地震の式と同じにした場合

ケース2: 短周期レベルを内陸地震の式の2倍にした場合

　　(注) γ =D shallow /Ddeep=3とした。また、μ shallow=2.34×1010 N/m2
、β shallow=3.00 km/s、μ deep=4.10×1010 N/m2

、β deep=3.82 km/sとした。
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(a) ケース1：短周期レベルを内陸地震の式と同じにした

場合 

 

 

(b)ケース2：短周期レベルを内陸地震の式の2倍にした場

合 

図－8 南海トラフの巨大地震による強震動と津波の予測

のための統一断層モデルの設定例 

 

ぶ)、および2倍の場合 (以降、ケース2とよぶ)を想定し、

2つのケースで強震動を試算し、過去の南海トラフの地震

の震度分布と比較した。図－4に、短周期レベルAと地震

モーメントM0との関係を星印で示す。 
 以上の値をもとに、他の断層パラメータを図－7に示し

た手順で算定した。ここに、媒質の定数は、μshallow=2.34× 
1010 N/m2、βshallow=3.00 km/s、μdeep=4.10×1010 N/m2、

βdeep=3.82 km/sとした (山中, 2006, 中央防災会議, 2003
を参考にした)28), 29)。結果を表－1に示す。表－1に示し

た断層パラメータは、短周期レベルが2倍になると、アス

ペリティの面積が式 (7)により1/4となって、その応力降

下量が式 (8)により4倍となることが特徴である。 

 

図－9 強震動の試算地点(▼印)と経験的グリーン関数

として用いた小地震の震央(★印)およびメカニ

ズム解 

 
表－2 経験的グリーン関数として用いた小地震の断層パ

ラメータ 

 

 
 図－8に南海トラフの巨大地震の震源モデルの設定例

を示す。ここに、断層面の深さ (プレート境界面の深さ)
は内閣府 (2012)2)のデータと同じにした。また、アスペ

リティの位置と個数は、過去の南海トラフの地震の震度

分布との整合性が考慮されていることから、中央防災会

議 (2003)29)によって示されているアスペリティの位置

と個数を参考にした。具体的には、短周期レベルを平均

的な値にした場合は中央防災会議 (2003)29)のアスペリ

ティ面積の約3倍とし、短周期レベルを平均的な値の2倍
にした場合は中央防災会議 (2003)29)のアスペリティ面

積の約2/3とした。 
 
§5.南海トラフの巨大地震による強震動の試算 

 

本論文では強震動の試算を壇・佐藤 (1998)30)による経

験的グリーン関数法で行った。経験的グリーン関数とし

ては、名古屋市とその周辺のNGY、AICP12、MIEP02、
およびSZO024における4つの小地震による観測記録を用

いた。NGYは名古屋市の観測点、AICP12は愛知県の観 

地震番号
モーメント

マグニ
チュード

地震
モーメント

すべり量 断層面積 応力降下量

MW M 0 D S Δσ
[Nm] [m] [km2] [MPa]

EQ01 5.4 1.70×1017 0.59 4.65 41.3
EQ02 4.9 2.43×1016 0.39 0.99 60.0
EQ03 5.2 8.17×1016 0.30 4.32 22.2
EQ04 5.2 6.74×1016 0.17 6.46 10.0

　(注) μ=6.22×1010 N/m2
、β =4.41 km/sとした。
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測点、MIEP02は三重県の観測点、SZO024は防災科学技

術研究所のK-NET観測点である。 
 図－9に、強震動の試算地点 (▼印)および経験的グリー

ン関数として用いた小地震の震央位置 (★印)とメカニズ

ム解を示す。また、表－2に、経験的グリーン関数として

用いた小地震の断層パラメータを示す。ここに、媒質の 
定数は、μ=6.22×1010 N/m2、β=4.41 km/sとした (佐藤・

他, 2002)31)。 
 図－8に示した断層面への4つの小地震の割り当ては、

各小断層から最も近い小地震を割り当てた。 
 図－10に、ケース1、すなわち短周期レベルを内陸地震

の式と同じにした場合の強震動の試算例として、NGYに
おける加速度波形と速度波形をおよび減衰定数5%の擬

似速度応答スペクトル示す。擬似速度応答スペクトルは、

絶対値の大小を把握できるように告示スペクトル (国土

交通省, 2001)32)と比較して示している。図－11に、ケー

ス2、すなわち短周期レベルを内陸地震の式の2倍にした

場合の試算強震動を示す。ケース1の水平動の最大加速度

は約250 cm/s2で上下動の最大加速度は約200 cm/s2であ

るのに対して、ケース2の最大加速度はケース1の最大加

速度の2～3倍となっている。最大速度についても、ケー

ス2の最大速度はケース1の最大速度の約2倍となってお

り、これはケース1に比べてケース2では短周期レベルが2
倍、アスペリティの応力降下量が4倍となっているためで

ある。また、ケース1の擬似速度応答スペクトルは、1秒
より短周期領域で告示スペクトルの極めて稀な地震動と

ほぼ同じであるが、1秒より長周期領域で告示スペクトル

の極めて稀な地震動の約2倍となっている。さらに、ケー

ス2の擬似速度応答スペクトルは、1秒より短周期領域で

告示スペクトルの極めて稀な地震動の約2倍、1秒より長

周期領域で約4倍とかなり大きな値となっている。 
 表－3に、試算強震動の計測震度を1707年宝永地震 (M 
8.6)、1854年安政東海地震 (M 8.4)、および1944年東南

海地震 (M 7.9)による震度 (飯田, 1985)33)と比較して示

す。表－3では、震度が5-6のときは計測震度を5.0-6.0、
震度が 6 のときは計測震度を 5.5-6.49、震度が 6-7 のと

きは計測震度を6.0-7.0とした。また、表－3の数値を図

にしたものを図－12に示す。表－3や図－12に示した試

算強震動の計算震度と過去の南海トラフの地震による震

度からは、ケース 1 の試算強震動の計測震度は過去の南

海トラフの地震の震度よりやや小さく、ケース 2 では過

大評価であり、過去の南海トラフの地震の震度分布は、 

 
 
 
 

 

(a)加速度波形 

(b)速度波形 

(b)速度波形 

(c)擬似速度応答スペクトル(h=5%) 

図－10 NGYにおける試算強震動と擬似速度応答スペクトル(ケース1：短周期レベルを内陸地震の式と同じにした

場合) 

(a)加速度波形 

(c)擬似速度応答スペクトル(h=5%) 

図－11 NGYにおける試算強震動と擬似速度応答スペクトル(ケース2：短周期レベルを内陸地震の式の2倍にした場

合) 
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表－3 試算強震動の計測震度と過去の南海トラフ地震に

よる震度 

 

 

 

図－12 震度の比較 

 
ケース１とケース2の間に相当する。 
 
§6.まとめ 

 

本論文では、津波も強震動も断層破壊という共通の現

象の結果であるという観点で、両者の統一断層モデルを 
考えた。具体的には、はじめに、2011年東北地方太平洋

沖地震の断層パラメータが従来の強震動予測で用いられ

ている断層パラメータの相似則の延長線上にあることを

確認したうえで、強震動と津波の予測のための統一断層

モデルとしてのアスペリティモデル (地震調査研究推進

本部, 2005など)3)を提示した。ついで、そのモデルに基

づいて想定地震の断層パラメータの設定手順を提案し、

提案したアスペリティモデルに東北地方太平洋沖地震の

断層パラメータをあてはめてモデル化の妥当性を示した。

また、提案した断層パラメータの設定手順を南海トラフ

の巨大地震に適用し、強震動と津波の予測のための統一

断層モデルの設定例を2つ提示した。提示した2つのモデ

ルは、短周期レベルが内陸地震の式の1倍および2倍とな

るモデルである。最後に、提示した2つの断層モデルを用

いて名古屋市、愛知県、三重県、および静岡県の4地点で

強震動の試算を行い、その結果を1707年宝永地震 (M 
8.6)や1854年安政東海地震 (M 8.4)、1944年東南海地震

(M 7.9)の震度分布と比較したところ、短周期レベルが内

陸地震の式の1倍では過去の南海トラフの地震の震度分

布よりやや小さく、2倍では過大評価であり、内陸地震の

式の1倍と2倍のモデルの間に相当する。 
 今後は、本検討で得られた試算強震動に加えて、破壊

領域を変えた場合に得られる強震動も考慮して、愛知県

とその周辺における建物の設計用入力地震に関して、設

計のクライテリアも含めて検討をすすめる予定である。 
 また、本論文では、東北地方太平洋沖地震の断層パラ

メータを説明できるように、南海トラフの巨大地震の断

層パラメータの設定方法を考えたが、この方法で東北地

方太平洋沖地震の強震動と津波が再現できる断層パラ

メータが設定できているかどうかは直接には確認してい

ない。したがって、今後は、浅部のすべり量の分布やす

べり速度時間関数に関する検討も重ねたうえで、東北地

方太平洋沖地震の強震動と津波の再現を行う必要がある。

さらに、南海トラフの地震による津波の予測も行い過去

の南海トラフの地震による津波の高さと比較してみる予

定である。 
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